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今回の弊社Grant Thornton Vietnamのニュースレターでは、以下の通り、基礎給与額増額に関する政令、

および、税務に関する新しいガイダンスについての最新情報をご案内させて頂きます。 

2019年7月1日以降の基礎給与額増額に関する政令Decree 38/2019/ND-CP 

強制社会保険の加入対象者となる外国人を定める条件に関するガイダンス 

個人による株式会社の株式譲渡に関わる個人所得税 

経済区内の労働者が享受できる2018年個人所得税の減税額計算に関するガイダンス 

ベトナムの法令により設立された多国籍企業ではない親会社を持つ企業の移転価格

文書（マスターファイル）作成義務 
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幹部公職員、公務員、

公共団体職員および

軍隊に対する基礎給

与額増額を規定する

2019年5月9日付け政

令 Decree 

38/2019/ND-CP が発

行されました。 

この政令は2019年7月

1日から施行され、従

来の基礎給与額を規

定する Decree 

72/2018/ND-CP は廃

止されます。 

2019年7月1日以降の

基礎給与額は、月当た

り1,490,000 VND（現

行規定と比較して月当

たり100,000 VND増

額）となります。 

社会保険料の上限、お

よび、基礎給与額に基

づく受給制度などを新

しい規定に遵守するよ

う調整する必要があり

ますことご留意下さい。 

1. 2019年7月1日以降の基礎給与額増額に関する政令

Decree 38/2019/ND-CP 
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2018年10月15日付け政令Decree 

143/2018/ND-CP の規定による強制社会保険

への加入対象者を明確にする2019年3月18日

付けOfficial Letter 1064/LDTBXH-BHXHが労

働傷病兵社会省から発行されました。 

 

このガイダンスによれば、以下の条件を全て満足する

外国人労働者のみが強制社会保険の加入対象者とな

ります。 

•ベトナムの管轄当局が発行する労働許可証、または、

専門職免許、または、営業免許を有する。 

•ベトナムにおける使用者との無期限労働契約、または

、1年以上の期限付き労働契約を有する。 

•男性は60歳未満、女性は55歳未満。 

•Decree 11/2016/ND-CPの第3条第1項が規定する企

業内異動の対象に該当しない。 

 

このOfficial Letterは、関連当局が、強制社会保険加

入に関する新しい規定を外国人対象者へ適用するに

際して、より具体的なガイダンスとなります。0 

2. 強制社会保険の加入対象者となる外国人を定める条件

に関するガイダンス 
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 個人による株式会社の株式譲渡に関わる税

務政策に関するガイダンスが、2019年4月4

日付けOfficial Letter 1211/TCT-DNNCNと

して税務総局から発行されました。 

 

 これによれば、個人所得税に関する規定、

企業法、および、証券法に基づけば、「株券」

とは「株式」を表章する形式であり、したがっ

て、企業法および証券法の規定により株式

会社の持分を譲渡する個人は、証券譲渡所

得が認識され、譲渡価格に対して0.1%の税

率で個人所得税の申告納税を行うことになり

ます。 

 

3. 個人による株式会社の株

式譲渡に関わる個人所得税 
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• 2018年個人所得税確定申告に際する経済区での給与所得への減税額の計算方法についてガイダ

ンスとして、2019年4月8日付けOfficial Letter 1285/TCT-DNNCNが税務総局から発行されました。 

 

• 経済区での給与所得に関わる個人所得税の50％減税を定める規定が、政令Decree 82/2018/ND-

CP によって2018年に廃止されました。従って、経済区で勤務する労働者は、2018年1月1日から

2018年7月9日までのみ個人所得税を減税され、その後の期間については減税されません。つまり、

2018年7月10日以降、経済区で勤務する労働者は個人所得税を100％納税することになり、従来の

優遇措置を受けられなくなります。 

4. 経済区内の労働者が享受できる2018年個人所得税の

減税額計算に関するガイダンス 
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但し:  

 年間の個人所得税納税総額は、個人所得税法の規定による税務年度に発生した給与課税所

得に基づいて計算されます。 

 

 税務年度での課税所得総額は、経済区内外で個人が受取った給与課税所得です。 

 

 免税額計算に使用する数値の確定に際して疑問点が生じた場合、将来の税務リスクを軽減す

るために、確定申告手続きを行う前に管轄税務当局から確認を取るとることを検討されても良

いでしょう。 

 

年間個人所得税

納税総額 

2018年1月1日から2018年7月9

日までの経済区での課税所得 

x x 50% 

税務年度での課税所得総額 

   Official Letter 1285では、経済区で働く労働者に対する2018年個人所得税の減税額計算   

方法が、以下の通りガイダンスされています。 

 

  

 

      個人所得税減税額    = 
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5. ベトナムの法令により設立された多国籍企業ではない

親会社を持つ企業の移転価格文書（マスターファイル）作成

義務 

多国籍企業ではない在ベトナムの親会社を持つ企業に対するマスターファイルおよび国

別報告書の作成に関するガイダンスとして、2019年1月31日付けOfficial Letter 

1558/CT-TT&HTがビンズオン省税務局から発行されました。 

 

これによれば、出資持分の51％を保有する親会社がベトナムの法令により設立された企

業であり多国籍企業ではなく、その親会社との間で関連者間取引が発生した場合、

Decree 20/2017/ND-CPにて発行された様式03によるマスターファイルおよび様式04に

よる最終親会社の国別報告書の作成義務を負う場合には該当しません。 
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